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開    会 

 

○吉田会長 まず、先日の持ち回り開催の審議会におきまして議決いたしまし

たとおり、審理官につきまして、森氏にかわりまして、中沢氏が着任されてお

りますので、一言ご挨拶をお願いいたします。 

○中沢審理官 本日付で審理官に着任いたしました中沢でございます。どうぞ

よろしくお願いいたします。 

○吉田会長 よろしくお願いします。どうもありがとうございました。 

本日は櫻田委員がテレビ会議で出席されています。櫻田委員、聞こえており

ますでしょうか。ご返答をお願いいたします。 

○櫻田委員 はい。大変良好です。よろしくお願いします。 

○吉田会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、電波監理審議会を開会いたします。情報流通行政局及び総合通信

基盤局の職員に入室するよう、ご連絡をお願いいたします。 

（情報流通行政局職員・総合通信基盤局職員入室） 

 

報告事項（総合通信基盤局・情報流通行政局） 

 

（１）電波有効利用成長戦略懇談会報告書 概要（案） 

（２）放送を巡る規制改革 

 

○吉田会長 クールビズということで、私どもも最初から軽装にさせていただ

いておりますので、どうぞ遠慮なく上着を脱いでご参加いただければと思いま

す。 
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 まず初めに、本日、人事異動で着任された方がいらっしゃるとお聞きしてお

りますので、恐縮ですが、一言ずつご挨拶をお願いいたします。 

○谷脇総合通信基盤局長 総合通信基盤局長を本日拝命いたしました谷脇でご

ざいます。先生方には何かとお世話になりますが、どうぞよろしくお願い申し

上げます。 

○田原電波部長 総合通信基盤局電波部長を本日拝命しました田原でございま

す。１年前まで電波政策課長で長らくお世話になりました。またよろしくお願

いいたします。 

○竹村総合通信基盤局総務課長 総合通信基盤局総務課長を拝命した竹村でご

ざいます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○布施田電波政策課長 総合通信基盤局電波部電波政策課長を拝命いたしまし

た布施田でございます。よろしくお願いいたします。 

○吉田会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、早速ですが、審議を開始いたします。報告事項、電波有効利用成

長戦略懇談会報告書 概要（案）及び放送を巡る規制改革につきまして、金澤

電波政策課企画官及び奈良大臣官房審議官からご説明をお願いいたします。 

○金澤電波政策課企画官 では、まず私から資料の報告１、電波懇談会のファ

イルを開いていただきまして、その資料に基づいてご報告させていただきます。 

 ２ページをお開きください。本電波有効利用成長戦略懇談会は、昨年１１月

の規制改革会議の答申及びその内容に関する閣議決定を踏まえまして開催し、

検討を進めてきたものでございます。これまでに１４回の会合、ワーキングを

含めますと３０回近くになりますけれども、会合を開催し、規制改革会議で取

り上げられたテーマに加えまして、さらに長期的課題について構成員の方々に

ご議論いただきました。 

 検討事項は、そのページの下段にございますとおり、１番目として、電波利
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用の将来像と実現方策ということで、ちょうど団塊ジュニアの世代が高齢世代

に入る２０４０年の社会経済を想定し、長期的な電波利用の将来像と実現方策

というものを描いていただいたものでございます。 

 ２点目の検討事項としては、その１番目の長期的将来像を踏まえて、足元２

０２０年代に向けた電波の制度整備、有効利用方策をどうするかということに

ついて検討いただいたというものでございます。 

 時間の関係上、本日はこのうち２番目の事項についてご説明をさせていただ

きたいと思います。恐縮ですが、資料の１０ページまで飛んでいただけますで

しょうか。まず１点目でございますが、周波数の割当て制度の見直し関係でご

ざいます。 

 ①は認定期間終了後の周波数の有効利用を確保するための制度設計でござい

ます。新規事業者も含めまして、４月に本審議会において認定の答申をいただ

きましたが、開設計画の認定期間中においては、認定の際、及び認定後も四半

期ごと、３カ月ごとにさまざまな指標について有効利用度をチェックする仕組

みがございます。 

 一方、５年または１０年の認定期間が終了すると、十分なチェックの仕組み

がございません。この点について制度的措置を講じ、認定期間が終了した後、

その周波数について正当な理由なく有効に使われていない場合には周波数の返

上を行わせること、あわせて返上に先立ち、総務大臣が改善命令を出せる制度

を考えるべきというご提言をいただいているものでございます。 

 下の②は、周波数移行を促すインセンティブについてでございますが、こち

らは現行の終了促進措置で対応することが適当というご提言になっております。 

 次の１１ページをお願いします。上の③は、割当て手法に周波数の経済的価

値、つまり価格要素を導入するという見直しでございます。携帯電話の場合で

申し上げますと、これまで人口・面積カバー率、ＭＶＮＯの利用促進、不感地
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域対策、安全・信頼性対策等を評価項目として審査しておりましたが、これに

事業者からの申請金額を評価項目として追加した上で総合評価するということ

になります。 

 その上で、既存の審査項目、これは周波数の特性などを含めて割当てごとに

変わり得るというふうに考えておりますが、これと金額要素との配点のバラン

ス、審査の透明性に留意すべきというご提言もあわせていただいております。 

 一方、入札金額の多寡のみで事業者を決定する、いわゆる狭義のオークショ

ン制度については、各国の最新の状況を引き続き注視すべきというご提言でご

ざいます。 

 下の④は、新たな割当て手法によって生じた収入の使途に関する内容でござ

います。右側の絵を見ていただくと、事業者が競願手続において提示する金額

は、青色と緑色の２階建てになり得ると考えております。青色の１階部分は終

了促進措置で既存免許人に携帯事業者等が払うお金で、緑色の部分の２階部分、

これが今回の新たな割当て手法によって国に納められる金額というふうになり

ます。 

 この緑色の部分は長期的な研究開発、あるいは５Ｇ、ＩｏＴなど、社会実装

を加速させるための実証試験など、Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０の実現に資する施策

に充てたいというふうに考えております。 

 １ページ飛ばしていただきまして、１３ページをお願いいたします。２番目

の項目ですが、公共用周波数の有効利用方策に関するものでございます。現在、

警察、防衛、消防といった公共業務用無線局に関する情報は、基本的な無線局

情報についても情報開示がされておりません。今回、将来の周波数の有効利用

を進める観点から、まず見える化をしたいというふうに考えております。具体

的には、免許人の名称、無線局の種別、設置場所、周波数帯等をわかりやすい

形で公表すること。これが適当というご提言でございます。 
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 １４ページをお願いします。民間の無線局はもちろんでございますが、今申

し上げた公共業務用無線局を含めまして、電波の利用状況調査を充実させたい

というふうに考えております。具体的には、これまでの３年周期から２年周期

へ調査サイクルを短期化すること、あるいは電波監理審議会など第三者機関に

調査の最初からご助言いただくような見直しということが考えられております。 

 次の１５ページをお願いします。現在、公共用無線局は運用主体ごとに独自

のシステムを構築しております。イメージ図でごらんいただきますと、真ん中

の左側のような形状の音声中心のシステムというふうになっております。今後

は公共周波数の有効利用の観点から、携帯電話で使われているＬＴＥの技術を

使いまして、公共機関が共同で利用できる、イメージ図でいいますと右側のよ

うに安価な端末を使いまして、画像伝送もできるＰＳ－ＬＴＥ（パブリック・

セーフティーＬＴＥ）を導入できるよう、まずは技術的検討あるいは実証実験

から始めたいというふうに考えております。 

 次の１６ページをお願いします。こちらから３点目の電波利用料制度の見直

しに関する内容でございます。電波利用料は無線局全体の受益を直接の目的と

した使途に充てられるものでございます。このため、既存の事業については必

要性を精査した上で継続実施し、その上で今後は、右側の青い枠にございます

とおり、新たな課題に対応するための事業を行う必要がございます。 

 このため、下の②の電波利用料の歳出規模については、それなりに拡大する

見通し、ここでは相応の規模となる見通しというご提言をいただいております。 

 次の１７ページをごらんください。こちらは電波利用料算定の考え方のもと

となる逼迫度の区分を変えるということでございます。これまでの２区分から

３区分と増やしまして、右側の図にありますとおり、４７０ＭＨｚから３.６Ｇ

Ｈｚまでの最も逼迫している帯域については、多めの電波利用料をいただくと

いう見直しを考えております。 
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 また、その下の公共性などを踏まえた電波利用料の軽減措置でありますいわ

ゆる特性係数については、携帯電話の普及の実態、あるいは冒頭申し上げた新

たな返上制度の導入の検討も踏まえまして、携帯電話に２分の１を追加して適

用するということが適当というご提言になっております。 

 次の１８ページをお願いします。公共業務用無線局については、現在、電波

利用料を全てあるいは半分免除する措置を講じております。今後は移行期限を

定めまして、かつ補助金等による移行インセンティブを与えまして、効率的な

システムへの移行を促したいというふうに考えております。その上でもなお非

効率なシステムを使い続ける公共業務用無線局の免許人からは電波利用料を徴

収すべきではないか、こういうことでございます。 

 ⑤については、今後一層需要拡大が見込まれる免許不要帯域について、どの

ような措置を講じるべきかということについてご議論いただいたものでござい

ます。 

 次の１９ページをお願いします。最後に、技術の進歩を踏まえたさまざまな

電波有効利用方策に関する提言でございます。 

 最初の①は、電波を使って電力を送るというワイヤレス電力伝送に関する制

度整備に関するものでございます。既に電気自動車あるいは携帯電話への給電

など、近接型の給電は実用化されておりますが、今回制度化しようとするもの

は、アンテナを使って意図的に電波を出して電力を伝送するというものであり

まして、無線設備としてしっかりとした規律が必要であるというご提言になっ

ております。 

 ②は、携帯電話の電波がつながらないようにする抑止装置の制度化に関する

ものでございます。これまでコンサートホール、運転免許試験場などで実験試

験局として使われておりましたが、利用ニーズの多様化を踏まえまして、実用

局とするものでございます。ただ、適用範囲が広がり過ぎないよう、要件を検
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討したいと考えております。 

 このほか、地域ＢＷＡ、次のページに移りますが、調査研究用端末の利用の

迅速化、ＩｏＴ時代の技適制度等々について、電波有効利用成長戦略懇談会に

おいて検討、提言をいただいたというものでございます。 

 現在、この電波有効利用成長戦略懇談会の報告書（案）は広くパブリックコ

メントに付しております。今後提出される意見を整理した上で最終的な報告書

にする予定でございます。 

 私からの報告は以上でございます。 

○吉田会長 どうもありがとうございました。 

 では、引き続きまして、放送を巡る規制改革につきましてご説明をお願いい

たします。 

○奈良大臣官房審議官 資料報告２、放送を巡る規制改革という資料をお開き

ください。 

 報告説明資料と書いてございますが、表紙をめくっていただいて２ページで

す。この議論の出発点は、昨年１１月末の規制改革推進会議の第２次答申が出

発点となっております。その中で放送関係部分といたしまして、下線太字にな

っていますが、総務省は放送事業の未来像を見据え、放送に割り当てられてい

る帯域について、周波数の有効活用などにつき、イノベーション創出の観点等

から提案募集も含め、検討を行うとともに、会議においても引き続き検討する

となってございます。 

 その下には、それを踏まえた閣議決定も書いてございますが、このように、

昨年末の段階で将来に向かっての放送の周波数の有効活用等について、総務省

において検討する。あわせて、規制改革推進会議においても引き続き検討する。

このような形で昨年末の段階で整理されました。年明け、議論をそれぞれで進

めてきた訳でございますが、３ページ、４ページ目をお開きください。まず、
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規制改革推進会議における議論についてご紹介いたします。 

 ４ページ目が、この規制改革推進会議のメンバー表になってございまして、

親会のメンバー、そして○ないし◎が付いているのが本検討を主に行った投資

等ワーキンググループのメンバーで原氏がそのグループの座長になってござい

ます。 

 ５ページに検討経緯が出てまいりますが、実際には２月から検討を開始して

おりまして、こちら４月以降の部分の経緯が書いてございますが、実際には２

月以降、延べ１５回、投資等ワーキンググループを開催し、主にヒアリング等

を行って検討を進めてまいりました。 

 それを踏まえまして、６月４日の規制改革推進会議において、その他の分野、

テーマも含めて第三次答申という形でまとめられました。 

 ６ページ、７ページに放送関係、放送を巡る規制改革の概要を掲げてござい

ます。６ページをお開きください。最初の柱が通信と放送の枠を超えたビジネ

スモデルの構築であります。 

 ①で書かれているのは、主にインターネット配信、同時配信を含めて、イン

ターネット配信が今後さらに新たな展開を迎えていく、その中にあって配信基

盤あるいはプラットフォーム、そういったものが今後どうなっていくのかとい

うことはいろいろ、事業者の発意というところもありますが、総務省として考

える、関係者が考えるべきことはあろうと。 

 最初のポツでは、新たな配信基盤・プラットフォームの構築の検討の場の設

定等と書いてございます。放送コンテンツで見たら放送事業者ですが、ネット

ワークという意味では通信事業者、さまざまな関係者が関わりますので、そう

いった関係者が向き合う場を設定して検討すべきだということが書いてござい

ます。 

 ２つ目のポツでは、いわゆるＮＨＫの常時同時配信の是非につきまして早期
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に結論を得ると書かれております。 

 ３つ目のポツのところは、新規参入の次の項目でまとめて説明いたします。 

 ４つ目のポツでは、配信基盤・プラットフォームの今後展開していく中で、

ＮＨＫが持っている技術開発成果等も活用していきましょうということが書い

てございます。 

 ②が新規参入の促進でございます。まず、地上波でございますが、本電波監

理審議会での答申を踏まえまして、放送大学は関東地域での地上波でのサービ

スを終了いたします。無線局が廃局になる訳ですけれども、その周波数が空く

訳でございまして、その新たな割当て方針を検討し、策定していきなさいとい

うことが提言されています。 

 また、衛星分野では、新規参入等を促進する観点から、帯域の有効利用を検

証する仕組み等の制度整備を実施するようにという提言になっております。 

 また、ＶＨＦ帯の高い領域、Ｖ－Ｈｉｇｈ帯域は現在、事業者が撤退して、

やはり周波数が空いてございます。新しいサービスの提案募集を行いまして、

提案が幾つか出てきておりますが、まだ十分に事業化まで中身は煮詰まってご

ざいません。今後さらにヒアリング等を重ねて、活用策を検討していくという

ことになってございます。 

 ３つ目が、ローカル局の話が出てまいります。放送事業者がその役割を十全

に果たしていく上で、キー局はともかくとして、特に地方のローカル局は今後、

経営基盤という意味での環境が厳しくなる時代が来た場合に備えて、その時に

あってどうしていくべきなのかということを総務省においてきちんと検討して

いって欲しいということが提言されております。 

 また、放送事業者全体として、経営のガバナンスというのは重要になってま

いります。それについてきちんと現状を把握し、情報を提供するなど、必要な

方策を検討していくようにという提言になってございます。 
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 ２つ目の柱は、グローバル展開、コンテンツの有効活用でございまして、ま

ずはＮＨＫの国際部門の充実、強化、そして②といたしまして、放送コンテン

ツの海外展開の支援、従来より総務省において主に予算措置を通じて支援して

まいりましたが、それを継続的にやっていくべきだということ。あるいは、海

賊版対策を引き続きしっかりやるべきだという提言が出ております。 

 また、コンテンツの有効活用という意味では、ＮＨＫが持っておりますコン

テツのアーカイブ、この活用、現在においても活用されているわけですけれど

も、さらに活用していく上でどういうふうにしたらいいのかということを検討

の場を設置して検討するようにという提言になってございます。 

 ７ページをお開きください。３つ目の柱が、制作現場が最大限力を発揮でき

る環境の整備であります。やはり制作現場、クリエーターの力を十分引き出す

ということが、放送コンテンツが発展し、それが日本の経済に裨益するという

観点で、そこを取り組みましょうということが書いてございます。従来より総

務省においても、あるいは放送事業者からもいろいろ取り組んできております

けれども、さらに取引の実態について実態調査をやるべきだということは提言

されております。そうした実態調査等を踏まえまして、現状、ガイドライン等

がございます。そういったものを改善すべき点があれば改善していくというよ

うなこと、そういったことが提言されております。 

 ②が、これは著作権処理の円滑化という意味での項目になってまいります。

全体として、制度を所管する文化庁において、将来に向かって総務省の協力も

得ながら検討していくということが書いてございますが、２つ目のポツにあり

ますところは、いわゆる放送コンテンツのインターネット同時配信、これにつ

いて情報通信審議会の場において既に総務省において検討を進めてございます

が、それをさらに進めるようにという提言になっております。 

 最後４つ目の柱が、電波の有効活用ということで、まず①が現状の放送用周
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波数の有効活用ということで、利用状況の現状を調査して、さらに有効活用す

るための方策はないのかということを検討しなさいと書いてございます。 

 ②が、トピックとして出てまいりますが、この１２月から始まる新４Ｋ・８

Ｋ衛星放送においては、いわゆる新たなＣＡＳ、従前の２Ｋ放送ではＢ－ＣＡ

Ｓという機能を使って制御してございますけれども、それが今度、新４Ｋ・８

Ｋ衛星放送になりますと、新たなＣＡＳということで機能は高度化いたします。

これにつきまして、１２月に向かってちょうど仕様が固まってきまして、各メ

ーカーが製品発売を公表し始めておりますが、この単なるテレビあるいはチュ

ーナーの一般的な機能に加えて、新ＣＡＳ機能がＢ－ＣＡＳから変わるという

ところを中心に、消費者にきちんと情報提供するようにということが提言され

ております。 

 あわせまして、この１２月から放送始まるわけですけれども、今後、この新

たなＣＡＳ機能をさらに改善、高度化する部分があるとすれは、それはどうす

べきなのかというようなことに関しては、関係者が多数ございます。そういっ

た関係者を集めた検討の場を総務省に設置して、将来に向かって検討を促して

いくということも提言されております。 

 最後に、放送政策というのはこれまで述べたもの以外にたくさんあります。

その全体、総合的に点検を行っていって欲しいということがクロージング・リ

マークというような形で整理されております。 

 以上が、規制改革会議がまとめた放送を巡る答申の概要になります。 

 これに関連するような形で、総務省においても本件は検討を進めるという主

体になっておりましたので、検討してまいりました。 

 ９ページをお開きください。私どもが検討する場としましては、放送を巡る

諸課題に関する検討会というのがございまして、その中に分科会、放送サービ

スの未来像を見据えた周波数有効活用に関する検討分科会、これを昨年１２月



-12- 

に設置を決めました。それを踏まえて、本年年明け以降、数次にわたり検討し

てまいりました。既に方向性というのでしょうか、取りまとめ案を作成し、パ

ブリックコメントに付しているところでございますが、その概要を次の１０ペ

ージでご説明いたします。 

 この報告書におきましては、放送を取り巻く環境の変化を踏まえ、放送が目

指すべき方向性を志向し、放送が将来的にどうなっていくのかというようなこ

とをイメージした上で、赤いところですけれども、中長期的な考え方あるいは

短期的な取り組みということを４つの視点から整理しています。 

 まず、周波数の有効利用という面では、技術面の課題として、さらなる有効

活用に向けた技術的対応を中長期的に検討しつつ、当面の話といたしましては、

地上放送においてさらなる有効活用方策がないかということで技術的調査を実

施するであるとか、あるいは衛星放送について、帯域の有効活用を担保する仕

組みの構築、制度整備、そして規制改革に出てきましたＶ－Ｈｉｇｈ帯につい

ての割当て方策の検討、こういったものを提言しております。 

 放送を支えるネットワークの構築という意味では、将来に向かってさまざま

ネットワークの変革というのが起こってくるでしょうと。そういったものを展

望しながら、当面の話といたしましては、放送番組のネット配信等、放送と通

信にまたがる技術的課題を解決するため、放送だけじゃなくて通信、さまざま

な関係者による情報共有等を行う体制を整備すべきであるという提言になって

ございます。 

 サービスの高度化・多様化につきましては、今後、中長期的にもさまざまな

ものが出てくると想定される中にあって、当面の話といたしましては、コンテ

ンツ産業を活性化するため、人材育成、さまざまな制作支援、グローバル展開

支援、権利処理の円滑化、こういったものを進めていく。また、視聴データの

活用や新たな映像配信の実現等、さらなる推進を進めていくべきだという提言



-13- 

になってございます。 

 最後に、放送の社会的役割という切り口から、地方を含む情報提供体制の確

保ということを目指し、当面の議論としては、ローカル局の経営基盤強化に対

する検討、全て関わってまいりますが、それと地域における情報発信の強化、

そして、そうしたことを通じて、地域に根差した番組作りによって地方創生に

も貢献していく、そういったことが提言されております。 

 私からの報告は以上でございます。 

○吉田会長 どうもありがとうございました。金澤電波政策課企画官並びに奈

良大臣官房審議官から、２つの報告事項につきましてご説明いただきました。 

 それでは、ただいまご説明いただきました報告事項につきまして、委員の皆

様方からご質問、ご意見等ございましたらお願いしたいと思います。非常に中

身の濃い報告だったかと思います。たくさんの非常に重要な項目が指摘されて

おりましたが、いかがでしょうか。 

○長田委員 ほとんど感想みたいな話になるのですけれども、ワイヤレス電力

伝送のところなのですけれど、先ほどもそこで丁寧に検討しなきゃいけないと

いうところは安全面のこともご報告ありましたけれども、消費者への説明とい

うか、国民への説明をよりわかりやすく、ぜひ丁寧にやっていただきたいなと

思います。見えないので、電力が飛んでいるというか、電波に乗っているとい

うのは多分全く理解の外になると思いますので、そこはぜひ丁寧にやっていた

だきたいなというふうに思っています。 

○吉田会長 ご意見ありがとうございました。 

○石黒代理 仕組みをちょっと確認させていただきたいのですけれど、放送を

巡る規制改革でご説明があった放送サービスの未来像を見据えた周波数有効活

用に関する検討分科会は、規制改革推進会議で出たこういった答申を総務省内

で具体的に展開することを目的とした総務省の組織なのでしょうか。 
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○奈良大臣官房審議官 そのとおりでございます。昨年の１１月の第二次答申

では、総務省と規制改革推進会議と両方で検討するという宿題が出たので、総

務省は今、先生おっしゃったように、分科会を開いて検討し、規制改革は規制

改革推進会議において継続的に検討して、それぞれ６月と、７月のタイミング

で整理をした、そういうことでございます。 

○石黒代理 わかりました。両方に宿題が出て、規制改革推進会議は最初にご

説明があった諸点を内容とする第３次答申をこの６月に出されていますが、総

務省の分科会はここで出た答申を具体化するための会合というよりは、並行し

て両方の検討があるということですね。 

○奈良大臣官房審議官 そういうことです。 

○石黒代理 ただ、お互いに情報交換というか、相矛盾するようなことをやる

ことはあまり予定されていないので、イメージとしては、この第３次答申で出

てきたような課題を総務省の分科会でも並行して検討を今後されていくという、

そういう感じですか。 

○奈良大臣官房審議官 そうですね。整理された方向性も、相当程度重複して

いるような中身もございますし、そういった意味で先生おっしゃったとおりで

ございます。 

○石黒代理 仕組みはわかりました。 

 これは質問なのですけれど、６ページの（１）の通信と放送の枠を超えたビ

ジネスモデルの構築の箇所の①の２つ目のブレット・ポイントで、「ＮＨＫ常時

同時配信の是非につき早期に結論を得る」というお題が出ておりますけれど、

これについては具体的に今後どういう進め方というか、あるいは課題があるの

でしょうか。 

○奈良大臣官房審議官 本件につきましては、６月４日の規制改革の３次答申

の段階では、ここに書いてあるとおり、是非につき結論を得ると記載されてご
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ざいます。 

 もとより、後半の総務省がやっている検討会の親会では、２年近く、ずっと

ＮＨＫの様々な問題を議論していまして、そのテーマの１つに常時同時配信を

どうするかというような話は入ってございます。 

 これにつきましては、同じく去年の１２月に起草委員会というものを立ち上

げて、元々あったのを活用して、年明け以降、本件を中心にこの半年間議論し

てきました。その成果自身は先日の検討会の親会の方に報告されまして、方向

性として国民視聴者の理解を得られることを前提に一定の合理性があるという

ふうに、方向性としては既に出しております。 

 ただ、その際に、あわせて法律的な、さまざまなＮＨＫのインターネット業

務にかかる法令的な仕組みが現状あるのですけれども、それをそのまま適用す

るのかどうか等々の検討、そして、ＮＨＫがもとより、検討会で議論した流れ

の中で幾つか不祥事といいましょうか、そういったものもありました。そうい

ったことも踏まえて、ＮＨＫの本体・子会社含めたガバナンス、そういったも

のもしっかり検討し、業務の見直しを行い、最終的には受信料をどうするかと

いうような大きな課題、そういったものも含めて、いろいろ検討していって欲

しいということ、そういった方向性を出しまして、現在、それも並行してパブ

リックコメントにかけられているという状況にあります。 

○石黒代理 わかりました。では、方向性は出ているというのはわかったので

すが、実現に向かってはまだまだいろいろ課題があるという理解で正しいです

か。 

○奈良大臣官房審議官 そうですね。法制的な意味でいろいろ詰めるところは

ございまして、そこは総務省に鋭意検討するようにという話になっていまして、

それは鋭意検討しています。 

 先ほど少し申し上げましたが、ＮＨＫに幾つかの課題が提示されていますの
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で、今、先生がおっしゃったように、いろいろ数も多いし、結構難しい課題も

あります。ただ、それについてＮＨＫがどのタイミングでどういうふうにやっ

ていくということを公に示せるかによって、今後の流れが加速化するのか、時

間がかかるのかというところは、そこはまだはっきりしていないというのが正

直なところです。 

○石黒代理 素人目には、インターネットの同時配信の問題とＮＨＫのガバナ

ンスの問題というのはあまり直結しないというか、ガバナンスがきちんとして

いないので同時配信は認められないというのは、あんまりぴんと来ないのです

が、そもそもそこで異論が出ているので、まずはそこを応急処置というか、処

置をした上で、国民の便利のために同時配信を進めるどうかを考えるべき、と

いうことでガバナンスの話が出てきているのでしょうか。 

○奈良大臣官房審議官 結局、今回整理した中身では、ＮＨＫは新たな業務と

して、無料でやると言っていますが、基本的に受信料を用いて常時同時配信を

やるということですから、そこは国民視聴者、特に受信料を支払っていただい

ている方々に十分理解が得られるということが１点、その業務を実施し続ける

ためには、理解、信頼関係が持続していくということが前提になり、不祥事が

本体・子会社で、多く起こっている中で、その対応を十分に行うことなく潤沢

な受信料を使って新たな業務をどんどんやっていくというのは、本当にその理

解、信頼を得られるのかをしっかり押さえながら、やっていただきたいという

方向性を出している、そういう理解です。 

○石黒代理 わかりました。ありがとうございます。 

○吉田会長 よろしいでしょうか。じゃ、林委員、お願いします。 

○林委員 さきほどの電波行政の分野と放送行政分野に関するそれぞれの報告

書につきまして、意見と質問がございます。まず電波有効利用成長戦略懇談会

報告書について、ここに書かれているいろいろなご提案については私も基本的
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に賛成で、かつ、これを実現していくのは電波法制の大改正になるだろうなと

いうふうに思っておりまして、今後の担当部局の奮起に期待したいところでご

ざいます。そういう前提において、１つ質問がございまして、非常に細かいと

ころで恐縮ですが、最後の１９ページの地域ＢＷＡのあり方についてでござい

ます。 

 今回、１９ページの地域ＢＷＡについて、地域ＢＷＡが利用されていない地

域、時間帯についてはホワイトスペースと同様に周波数共用を推進するのが適

当だということでございますが、地域ＢＷＡを今後どのように有効活用してい

くかというのは積年の課題だったというふうに承知をしております。 

 地域ＢＷＡというのは、御案内のように、地域に密着した地域事業者による

地域の公共の福祉の増進を図るということが目的でございますので、その役割

と意義は非常に重要である一方、これまで地域ＢＷＡの利用は低調にとどまっ

てきたという指摘もある中において、国として地域ＢＷＡの普及・促進をどの

ようにこれまで図ってきたのかという点に私の関心はございます。 

 というのも、ここ１０年ほど、私は、総務省が設置した電波関係をめぐるい

くつかの種類の懇談会ないし検討会に構成員として参加させていただいたこと

がございますが、その際に、地域ＢＷＡバンドを、どのように有効活用してい

くかについて、様々な議論がなされていました。すなわち、地域ＢＷＡ制度を

めぐっては、これを全国化することは、方針の大転換であり、潜在的な需要を

有する地域事業者の十分な理解が得られるのか、とか、また、現在の制度では、

いったん事業者に周波数を割り当てたら、返還させることは極めて困難であり、

慎重に議論する必要があるのではないかといった議論があり、要するに、地域

ＢＷＡ存続の必要性、地域の公共の福祉要件のあり方、ＭＶＮＯによる代替可

能性、高度化システム導入の早期実施要望、全国系事業者による参入の適否、

未参入地域での周波数活用方策、異免許人間キャリア・アグリゲーションの適
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否、さらには国による支援要望といった論点や、人口カバー率などの開設指針・

開設計画上の義務が及ばないことをどう考えるか、といった、実に様々な議論

があったことを記憶しております。いずれにしましても、地域ＢＷＡバンドを

どのように今後有効活用していくかについて、本懇談会でどういった骨太の議

論がなされたのかについて、まずお聞きしたいというのが１点目の質問でござ

います。 

 続けて、放送を巡る規制改革のほうでございますけれども、先ほど石黒先生

からご指摘のあった６ページのところでございまして、通信と放送の枠を超え

たビジネスモデルの構築というところで、これは直接今回の放送の諸課題とは

直結しないかもしれないのでございますけれども、私、この間ずっと思ってい

るところがございまして、それは、放送と通信が融合ないし連携していく中に

おいて、放送法にいう「放送」の定義をどう考えていくべきかという問題があ

るのではないかという点でございます。すなわち、放送法にいう放送の定義の

うち「公衆」というのは、不特定多数という意味ですので、送信者に対する受

信者からの要求に応じてその受信者に対して行う送信は、相手が特定された送

信となることから、「公衆」には当たらない、こういう解釈だと承知をしており

ますが、しかし現実には、たとえば、ＩＰ放送とインターネットテレビの社会

的機能は接近してきており、一方はいわゆるマルチキャスト、もう一方はユニ

キャストというふうに一応は分かれているとは思うのですけれども、普通の受

信者からすれば両者の細かな区分は分からない。今後は、インターネットを介

した一斉同報等の放送に類似した動画送信の品質も向上し、両者の社会的機能

がさらに接近することが想定されますため、ますます放送と通信とを区分する

基準が見えにくくなります。もちろん放送というのはやはり一定の技術基準・

内容基準を満たした高品質のものであるという点において、ある程度の品質上

の区分はできるとは思うのですけれども、とはいえ、今後、中長期的な話です
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けれども、放送と通信を切り分ける基準といいますか、「放送」をどう定義する

かは、課題になるのではないかというふうに思っております。特に、先ほど申

しましたように、一般の受信者からすると、ＩＰ放送といわゆるインターネッ

トテレビの境界がますます曖昧になってきている今日、そのあたり、ご意見と

いうか、お考えのほどをご教示いただけましたらと思います。 

○吉田会長 ２点ご質問いただきました。それでは、地域ＢＷＡのほうからお

願いできますでしょうか。 

○金澤電波政策課企画官 地域ＢＷＡの課題はご指摘のとおりでございます。

２年前、３年前で議論したときにも同じような議論がございました。十分な活

用ができていないのではないか、どのような対策をとるかということで、実際

にうまく活用している事業者の事例、ケーブル事業者が多いわけでございます

が、そういった事例を横に展開して、こういう使い方がありますよというよう

なことを総務省のクレジット、あるいはケーブル事業者、ケーブル連盟のクレ

ジット両方で展開しようというようなことをやってまいりました。 

 それでも実際には自治体数でいうと１０分の１ぐらいにはとどまっているわ

けですが、今回、そういった状況も踏まえて、どうすべきかという議論がござ

いましたけれども、先生おっしゃった全国バンド化してはということもござい

ましたが、非常に頑張っている事業者も実際ございます。その中で、ここに書

いてありますとおり、最終的には空いているところであれば、それはすぐにで

も共用というか、２次利用になるんですが、ホワイトスペース的に使うことが

でき得るのではないか、こういうひとまずのご提言をいただいております。 

 それで、あわせて全国との関係、全国ＢＷＡとの関係で言うと、地域ＢＷＡ

側からの要望を受けまして、公共の例えば見守りサービス等々の地域ＢＷＡら

しいサービスを行いつつも、全国ＢＷＡのトラフィックを地域ＢＷＡの基地局

で流すことによって、地域ＢＷＡの設備を有効活用するということは認めまし
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ょうということがご提言の中に入っております。これはそういう対応をするこ

とは望ましいという、こういう一文になっているわけでございまして、公共と

市場性のバランスをとってやっていきたいということが当面の目標と思ってご

ざいます。 

○吉田会長 それでは、２つ目、お願いします。 

○奈良大臣官房審議官 先生ご指摘のとおり、技術的な側面から通信サービス

あるいは放送サービスは現状においても相当近接してきております。将来に向

かっても近接してゆくと予測されますが、他方で、当面の実態面でいえば、こ

の間のワールドカップサッカーもそうですが、同時にライブで多くの数のアク

セスが可能となるのはやっぱり放送が圧倒的であって、それが先ほど先生がお

っしゃった公衆という概念だと思います。 

 当面は放送が持っている社会的影響力、俗にお茶の間理論とも言われていま

すが、そういったものは、長期とは言いませんけれども、中期的ぐらいにはや

はり依然としてあって、そこの持つ放送の社会的影響力というものを十全に発

揮してもらうためには放送政策はどうあるべきかということを我々は希求して

いくことになるのではないかと認識してございます。 

○吉田会長 よろしいでしょうか。 

○山田情報流通行政局長 若干補足させていただきます。電気通信の送信とい

うことでは放送も通信も同じでございます。そういう中で放送について言いま

すと、例えば全国あまねく普及義務、努力義務の場合もございますが、あるい

は災害報道ですとか、そういったコンテンツに係るさまざまな規律がございま

す。そういったものが一定程度国民の中に定着しているというふうに考えてお

りまして、仮に技術的に一定の一体化が図られていくとしても、そういった機

能を誰が果たし、どういったメディアが果たしていくのかというところを忘れ

ずに検討していく必要があると考えておりまして、それを通信と呼ぶのか、放
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送と呼ぶのかということ以前に、そういった機能がまず必要であるということ

からまず出発をし、現在のメディアに関しまして、誰がその役割を果たしてい

ただくのか、果たし続けていただくのか、あるいは新しいメディアでもあわせ

て果たしていただくのか、そういう議論をしっかりしていく必要があると思っ

ております。 

○吉田会長 ありがとうございました。テレビ会議でご出席いただいています

櫻田委員のほうからはいかがでしょうか。 

○櫻田委員 ありがとうございます。私からは、まずはじめに、懇談会で行わ

れた政策議論の内容について前広にご提示いただき、意見を述べる機会をいた

だいたことについて、事務局・総務省に感謝申し上げたいと思います。 

特に周波数割当制度の見直しについては、今後、いろいろと議論を深めて、

最終的には立法化ということになっていくと思いますので、本日はぜひ申し上

げておきたいことに絞ってお話ししたいと思います。 

 まず、経済的価値を評価項目として追加した総合的な評価方式の導入につい

ては、賛成です。ただ、経済的価値と書いている以上は、これは価値ですから、

数値であらわせるものでないといけないので、これを評価するに当たっては数

値的な基準を重視すべきだと思っています。 

 それから経済的価値以外の項目についても可能な限り定量化して、判断の透

明性を担保すべきであり、制度は変わったものの、結局は、曖昧に決まってい

るように見えるというのは、避けるべきかと思います。 

 したがって、１点目としては、この経済的価値を適切に反映させるためには、

価格要素つまり経済的価値に係る負担額の評価についてはその配点があまり低

くてはいけない。これは私の単なる個人的な感想ですが、例えば５０％を切る

というのは、経済的価値を導入する意味が問われる可能性があり、２割、３割

というのは低過ぎるだろうと思っています。 
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 ２点目は、先ほど申しましたように、経済的価値以外の項目についても何ら

かの形によって数値で示されるものでないといけないと思います。例えば安全

性や信頼性、あるいは利便性の向上のようなものを含めて、可能な限り定量的

な評価に置きかえていくことができないと、やはり曖昧さが残ってしまいます。

本制度の最大の眼目である審査の透明性、客観性という点について、また課題

が残ってしまい、導入の効果を正しく発揮できないと思っています。 

 また、狭義の意味でのオークション制度については、引き続き最新の動向を

注視との総務省意見に私は賛成です。拙速に導入すべきではありませんが、一

方、未来永劫、この狭義のオークション制度は導入すべきではないということ

でもないと思っています。例えば、フランスは総合的な評価制度で割り当てて

いるようですし、一方でイギリスあるいはドイツは極めてトランスペアレント

というか、シンプルなやり方で割り当てていると理解しています。 

 したがいまして、先ほどご提案がありました資料の１１ページに、オークシ

ョン制度については、「各国の状況等について引き続き最新の動向を注視する

ことが必要」と懇談会報告書案で示されておりますので、未来永劫この評価方

式のみで行くということではなく、不断の見直しを行うということをぜひ立法

時に法の中に盛り込んでいただきたいと思います。それがないと、一度法で決

めたことを見直すのは大変ですから、大きな環境変化にも柔軟に対応できるよ

うな仕組みに変えていくべきだろうと思っています。 

 以上です。 

○吉田会長 どうもありがとうございました。経済的な価値を踏まえた電波の

割当て手法ですか、これに関して幾つかご意見を頂戴いたしました。特に総務

省サイドからはよろしいでしょうか。 

○金澤電波政策課企画官 貴重なご意見ありがとうございます。櫻田委員には

４Ｇの追加割当てのときにも、将来においては可能な限り定量的な評価を入れ
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るべきだというお話をいただきました。今後、実際に５Ｇの割当てに当たって、

５Ｇの周波数の特性とか、あるいは時々の政策課題によって、どのような評価

指標が適当かというのはまたその都度考えるべきことだと思いますけれども、

世の中でわかりやすく、かつ透明になるように努めていきたいというふうに思

います。 

 また、金額のバランスについても、過大にも、かつ過少にもならないよう、

全体のバランスに留意したいというふうに考えております。 

 また、２点目でございますけれども、ご指摘のとおり、未来永劫特定のやり

方が最適という保証はございません。このため、まだ先の話でございますけれ

ども、新たな割当て制度が実現して、かつ、その制度を実際に運用し、その割

当ての実例を積み上げる中で評価項目、配点含め不断の見直しをしてまいりた

いというふうに思います。外国の事例についても、先ほど櫻田委員ご指摘のフ

ランスの事例もございます。入札でも封印方式、競り上げ方式、要件をどう設

けるか等々、さまざまございますので、最新の状況を十分ウオッチしたいとい

うふうに思っております。 

 以上でございます。 

○吉田会長 どうもありがとうございました。 

○櫻田委員 これは法にはならないのですか、最終的には。 

○金澤電波政策課企画官 立法時に法に盛り込むことということは多分に立法

技術的な部分もございます。検討させていただきたいというふうに思います。 

○櫻田委員 わかりました。よろしくお願いします。 

○吉田会長 私のほうからもちょっとだけお伺いしたいと思います。電波の割

当てのほうは、先ほどのオークションの要素を入れることとか、あるいは、説

明はなかったのですけれども、電波の共用を前提とした割当てを検討されると

か、非常に重要な検討項目が並んでおりまして、ぜひ活発に検討していただけ
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ればと思っております。 

 それで、放送の関係ですけれども、１点だけちょっとお伺いしたいと思いま

したのは、先ほど来、話題になっておりました６ページの通信と放送の枠を超

えたビジネスモデルの構築のところで、インターネット同時配信の件はもちろ

ん私も重要だと思いますが、それに加えまして、②の新規参入の促進の２つ目

のところで、衛星放送の新規参入等を促進する観点から、帯域の有効活用を検

証する仕組み云々と書かれておりましたが、このあたりがよく理解できません

でした。 

 といいますのは、以前この審議会でも議論されましたが、４Ｋ放送絡みでし

たでしょうか、今度、衛星放送に左旋偏波を導入して、新たなチャンネルがた

くさんできたことに伴い、この前、募集がありましたけれども、まだかなりチ

ャンネルには余裕があるという状況だと認識しているのですが、ここで新規参

入等を促進する観点から帯域の有効活用を検証すると書かれていますのは、既

存の衛星チャンネルをもっと有効に利用して、チャンネルを増やそうというよ

うな意味なのでしょうか。そのあたりの背景をお伺いできればと思います。 

○奈良大臣官房審議官 言葉を相当はしょっていまして申しわけありません。

議論としましては、会長ご指摘のとおり、右旋と左旋というのがあって、それ

はきちんと分けて議論すべきだということで議論しております。左旋について

は、ご指摘のとおり、空いておりますので、それをどう埋めていくかというこ

とを考えていきましょう。右旋についてはもうぱんぱんなんですけれども、そ

うはいっても、右旋で新たな参入があるということは、それはそれでいいこと

でしょうと。じゃ、そのためには、右旋の帯域は現状ぱんぱんな中できちんと

有効利用されているということが確認できるといいよねと。 

 制度的な面で言うと、現状の放送法上は１回認定して、それを更新する際に

は帯域の有効利用を検証することにはなっていなくて、唯一マスメディア集中
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排除原則のみを確認すると。それが問題なければ必ず更新するというのが放送

法のたてつけになっておりますので、実行上はともかくとして、制度的にはそ

こは見れる仕組みになっていないので、そこは見れるようにしたほうがいいん

じゃないだろうかということが指摘されて、それを検討しましょうということ

になっています。それを１行で言うとこうなっているということでございまし

て、すいません、大変はしょってしまいました。そういう議論でございます。 

○吉田会長 わかりました。ありがとうございました。 

 時間も押しておりますが、ほかにいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、本報告事項につきましては終了いたします。どうもありがとうご

ざいました。 

 

（３）日本放送協会平成２９年度決算の概要 

 

○吉田会長 それでは、次に残っております報告事項、日本放送協会平成２９

年度決算の概要につきまして、湯本放送政策課長からご説明をお願いいたしま

す。 

○櫻田委員 会長、恐れ入ります。委員の皆さん、大変申しわけありません。

ここで私、失礼させていただきますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○吉田会長 はい。どうもありがとうございました。 

○櫻田委員 失礼します。 

○吉田会長 じゃ、お願いいたします。 

○湯本放送政策課長 放送政策課長でございます。日本放送協会平成２９年度

決算の概要につきまして、ご説明させていただきます。 

 まず、一般勘定でございますが、２９年度の決算におきましては、事業収入

が７,２０２億円。それに比べまして事業支出が６,９７２億円。事業収支差金
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としては２２９億円となってございます。２９年度の予算におきましては、９

８億円というのが黒字見込みでございましたので、それに比べたら黒字額が拡

大したということが言えると思います。 

 その要因といたしましては、まず収入でございますが、予算を上回る受信料

収入の増、２０億円。これは具体的には当初の計画を上回る受信契約総数が増

加したこと等によりますけれども、受信料収入等によって収入が増加したとい

うことでございます。 

 一方で、経費につきましては、例えば人件費の抑制で６６億円ほか、さまざ

まな項目におきまして支出が予算に比べて減っておりまして、最終的に事業支

出が４７億円の削減となりまして、その差額で合計２２９億円の黒字になった

ということでございます。 

 なお、放送センター建て替えを予定しておりますが、この建物の工事費の相

当分、約１,７００億円でございますが、これにつきましては平成２８年度末の

時点で建設積立資産として全て確保済みでございます。したがいまして、２２

９億円の黒字は全額、財政安定のための繰越金に繰り入れをするということに

なります。同時に２９年度におきましては、地域の放送会館の建設等に使用す

るということで１２８億円取り崩しをしておりますので、最終的に平成２９年

度末の財政安定のための繰越金は１,０５８億円ということになります。 

 続きまして、放送番組等有料配信業務勘定、いわゆるＮＨＫオンデマンド等

のサービスに係る勘定についてご説明をさせていただきます。この勘定につき

ましては５年ぶりの赤字、具体的には２０.８億円の事業収入に対して、２１.

２億円の支出ということで、差し引き３千万の赤字になってございます。具体

的には、当初予定しておりましたＶＯＤ事業者への提供の減少等によりまして、

収入が前年度比で１億円の減収になったこと等の理由により、このような赤字

になっております。これによりまして、繰越の欠損金は７３.６億円となってい
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る状況でございます。 

 説明は以上でございます。 

○吉田会長 どうもご説明ありがとうございました。ただいまのご説明につき

ましてご質問、ご意見等ございましたらお願いいたします。 

 １点だけお伺いしたいのですけど、最後におっしゃいましたＶＯＤ、ビデオ

オンデマンドですか、これが５年ぶりに赤字になった理由といたしまして、Ｖ

ＯＤ事業者への提供が減ったということですか。 

○湯本放送政策課長 はい。具体的には、この事業は有料配信なので、直接ユ

ーザーに提供する部分と、いわゆる最近のネット配信事業者等に対する配信の

いわゆるＢｔｏＢの部分も含まれていまして、それが当初よりも若干少なかっ

たというようなことによるものでございます。 

○吉田会長 全体的にもそんな大きな金額ではないですけれども、たまたまと

いうことなのでしょうか。 

○湯本放送政策課長 そうですね。最終的な決算としては、当初の見込みと比

しまして若干赤字になってしまったということです。 

○吉田会長 ほかにいかがでしょうか。でも、全体としましては非常に大幅な

黒字ですね。 

○湯本放送政策課長 そうです。黒字で決算としては好調だということです。 

○吉田会長 なるほど。わかりました。ありがとうございました。 

 では、ほかにご意見がないようでしたら、本報告事項につきましては終了い

たします。どうもありがとうございました。 

 以上で報告事項を終了いたします。情報流通行政局の職員及び総合通信基盤

局の報告案件担当の職員は退出をお願いいたします。 

（情報通信行政局職員・総合通信基盤局職員退室） 

○林委員 会長、会長代理、そして委員の皆様、大変恐縮ではございますが、
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所用があり、ここで失礼させていただきます。ありがとうございました。 

○吉田会長 わかりました。ありがとうございました。 

 それでは、総合通信基盤局の諮問案件担当職員の入室までしばらくお待ちく

ださい。 

（総合通信基盤局職員入室） 

 

諮問事項（総合通信基盤局） 

 

（１）電波法施行規則等の一部を改正する省令案（１５０ＭＨｚ帯ＶＨＦデー

タ交換装置及び４００ＭＨｚ帯デジタル船上通信設備の導入） 

（諮問第２１号） 

（２）周波数割当計画の一部を変更する告示案（１５０ＭＨｚ帯ＶＨＦデータ

交換装置及び４００ＭＨｚ帯デジタル船上通信設備の導入） 

（諮問第２２号） 

 

○吉田会長 それでは、審議を再開いたします。初めに、本日の人事異動で着

任された方がいらっしゃいましたら、一言ご挨拶をお願いいたします。 

○豊嶋基幹・衛星移動通信課長 本日付で電波部の基幹・衛星通信課長を拝命

しました豊嶋と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

○塩崎電波環境課長 失礼いたします。本日付で電波環境課長を仰せつかいま

した塩崎と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

○吉田会長 どうもありがとうございました。 

 それでは審議を開始いたします。諮問第２１号、電波法施行規則等の一部を

改正する省令案（１５０ＭＨｚ帯ＶＨＦデータ交換装置及び４００ＭＨｚ帯デ

ジタル船上通信設備の導入）、及びこれに関連します諮問第２２号、周波数割当
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計画の一部を変更する告示案につきまして、豊嶋基幹・衛星移動通信課長及び

布施田電波政策課長からご説明をお願いいたします。 

○豊嶋基幹・衛星移動通信課長 基幹・衛星移動通信課長でございます。それ

では、諮問第２１号、電波法施行規則等の一部を改正する省令案についてご説

明させていただきたいと思います。 

 本件は、１ページにありますとおり、１５０ＭＨｚ帯のＶＨＦデータ交換装

置、それと４００ＭＨｚ帯のデジタル船上通信設備の導入と、２つのシステム

の導入に関するものでございます。 

 お手元の資料ですと、３ページ目以降をご覧いただきたいと思います。こち

らの資料で順次ご説明させていただきたいと思いますが、本件、いずれのシス

テムもまず海上分野に関係する案件でございます。 

 一般的に船に搭載をされています無線通信の機器につきましては、平成１１

年にＧＭＤＳＳという遭難安全制度の完全導入がされて以降、約２０年間経過

をしているところでございますが、その間、特に無線通信については高度化と

いうのがされてきていなかったという状況でございまして、現実的にはいわゆ

るアナログの音声通信の利用というのが主流になっているということでござい

ます。 

 こういうものの中、今般、国際電気通信連合（ＩＴＵ）で世界無線通信会議

（ＷＲＣ－１２及びＷＲＣ－１５）というのが開催されまして、この海上無線

通信に関しましてデジタル通信技術を活用するということで、データ通信の利

用だとか、あるいは逼迫する周波数の解消を図るというための狭帯域化という

ことについて決定がなされたところでございます。 

 今般は、これらの通信技術を活用した無線システムを国内に導入するという

ことで、平成２８年１２月から情報通信審議会におきまして、この２つのシス

テムの無線設備の技術基準について検討を進めてまいりまして、本年２月に情
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報通信審議会から答申を得たところでございます。したがいまして、本件は情

報通信審議会からデジタル海上無線通信設備に係る技術的条件の答申内容を受

けた制度整備ということで、電波法施行規則等の関係省令の一部改正をお願い

しているものでございます。 

 冒頭申し上げましたとおり、今回新たに導入するデジタル海上無線通信設備

というのは、３ページの下にございますが、２つございます。 

 まず、１５０ＭＨｚ帯の周波数を使うものでございますが、船舶と陸上、あ

るいは船同士、船舶相互間におきましてデジタル通信技術を活用してデータ通

信を行うＶＨＦデータ交換装置というものと、４００ＭＨｚ帯の周波数を使い

まして、これは主に船の中、船内の作業連絡というような、いわゆる乗組員の

相互連絡に使っている船上通信設備というものでございますが、これにつきま

して、デジタル通信技術を活用して、いわゆる電波の狭帯域化を進めるという

観点で、デジタル海上通信設備の導入を図る。この２点のものでございます。 

 ４ページ目でございますが、これらの現状の概要でございます。上のほうが

１５０ＭＨｚ帯の国際ＶＨＦと呼ばれているものでございますが、船舶と陸上

あるいは船相互間におきまして、主に船舶の航行の安全を確保するための無線

の電話ということで、国際的に共通に使用されているものでございます。１０

０トン以上の船舶につきましては、ＳＯＬＡＳ条約というもので搭載が義務づ

けられているものでございますが、現在はアナログの音声通信の利用が主流、

主体になっております。 

 下段のほう、これは４００ＭＨｚ帯の船上通信設備というものでございます

が、これは主に船舶内の船員同士、乗組員同士の連絡手段として使っておりま

すが、こちらもアナログ音声通信の利用となっているところでございます。 

 今回のＶＨＦデータ交換装置の導入に関しましては、５ページ、次のページ

をご覧いただければと思いますが、これが概要でございます。主に、最近、デ
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ータ通信というのは、当然陸上は言うまでもない状態でございますが、海上に

おきましてもデータ通信を可能にするというシステムの導入が望まれていると

いう状況がございまして、同じように船舶と陸上の間、あるいは船舶相互間に

おきまして、アナログ音声通信を今行っている国際ＶＨＦの周波数帯の一部に

新たにデータ通信の利用を導入するというものでございます。 

 使う周波数の配置が、ちょうど下のほうに帯のように載っておりますが、こ

の黄色の部分、これは赤も込みですが、黄色の部分が現在、いわゆるアナログ

音声通信で割り当てられている周波数でございます。上に赤で塗り潰している

部分ですが、この黄色で囲まれているところの一部の中にデータ通信用の専用

周波数として今般導入するものでございます。 

 次に６ページ目でございます。これは４００ＭＨｚ帯のデジタル船上通信設

備の部分でございますが、こちらは主に船の中の各種作業連絡用ということで、

乗組員間で使うアナログの音声電話ということで使っているものでございます

が、周波数帯が４５７、それと４６７ＭＨｚ帯にそれぞれチャンネルでいうと

３波ずつ、ですから２つ合わせると６波の周波数が国際的に今使われていると

ころでございます。近年、周波数の逼迫状況を解消するという目的で、同じ周

波数の帯域の中にいわゆるデジタル通信方式を入れて、よりチャンネルを多く

確保しようというものでございます。 

 デジタル通信方式の無線設備を用いますと、チャンネルの間隔がアナログに

比べて狭くなりまして、チャンネル間隔が６.２５ｋＨｚでデジタルの音声電

話が可能になるということでございますので、従来４５７、４６７ＭＨｚ帯の

それぞれ３チャンネルを確保しているものが、デジタル無線になりますと、そ

れぞれ１２チャンネルということになりますので、周波数の利用効率が約４倍

向上するということで、いわゆる周波数の逼迫解消あるいは利便性の向上にも

強く期待されているところでございます。 
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 これの導入にかかわる関係省令の改正の概要は７ページ目でございます。７

ページに関係する省令を並べておりますが、下線を引いている部分につきまし

ては電波監理審議会の必要的諮問事項となっているものでございます。 

 順次に上から説明申し上げますが、まず、電波法施行規則関係では、今回新

たにＶＨＦデータ交換装置を導入するということで、施行規則の２条にその定

義を追加するというものが最初のものでございます。 

 その次ですが、船上通信設備の関係でございますが、周波数、電波の型式、

あるいは空中線電力について、デジタル通信方式のものを新たに追加するとい

うのが第１３条の３の３の部分が該当するものでございます。 

 その下、下線を引いてございますが、第３３条の関係は、これは無線従事者

の操作関係でございます。ＶＨＦデータ交換装置につきましては、これはデー

タ通信を行うものということで、陸上関係の無線設備と同様に、その無線設備

の通信操作については、無線従事者による操作を不要にする、いわゆる簡易な

操作として位置づけるということで、そのための所要の規定整備をするもので

ございます。 

 それと、その下ですが、同様にＶＨＦデータ交換装置につきまして、定期検

査の対象設備として、特定船舶局、これは５年が定期検査の間隔になりますが、

この対象として設けることという規定の整備をするものでございます。 

 その下の無線局免許手続規則関係でございますが、これは無線局の申請に係

る申請様式ということで、新たにＶＨＦデータ交換、それとデジタル船上通信

のこの２つのシステムに関係する様式を追加するというものでございます。 

 それと、その下、無線設備規則関係でございますが、２つのシステムについ

ての技術基準を定めるということでございます。これは別の資料を用意してい

ますので、後ほどまた追加で説明をいたします。 

 その下、特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則関係は、デジタル
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交換装置、デジタル船上通信設備につきまして、無線局を開設するときに検査

を不要とするというような簡易な免許手続きを可能とするという観点から、技

術基準適合証明を取得できるように、特定無線設備の対象として規定を整備す

るという内容でございます。 

 そして、最後に、登録検査等事業者等規則関係につきましては、ＶＨＦデー

タ交換装置につきまして、登録検査または登録点検における実施項目の規定を

整備するという内容でございます。 

 ８ページ目でございますが、先ほど申し上げた技術基準を表にまとめたもの

でございます。規定の整備としましては、一番右側に改正規定というところが

ございますが、下線を引いているところ、設備規則の第４５条の３の６あるい

は４５条の３の７と書いているものでございますが、これは４５条の３の６と

いうのはＶＨＦデータ交換装置に係るもの、その下の４５条の３の７はデジタ

ル船上通信設備のそれぞれのシステムごとの技術基準について新たに整備をし

ているものでございます。 

 それ以外の部分については、いわゆる共通として使うものについての規定を

新たに整備するというものでございます。なお、１５０ＭＨｚ帯のＶＨＦデー

タ交換装置、これちょっと欄が３つございますが、チャンネルの幅のバリエー

ションとして、２５ｋＨｚ、５０ｋＨｚ、１００ｋＨｚと、その３つのパター

ンを使用することが可能という内容になっておりまして、例えば一番最大のも

の、１００ｋＨｚの幅のものを使用した場合は、データ速度として３００ｋｂ

ｐｓのデータ伝送が可能になるということで、イメージで申し上げますと、各

種データ通信をはじめ、例えば静止画等の利用も可能になるような内容でござ

います。 

 それとあと、４００ＭＨｚ帯については、これは先ほど申し上げたとおり、

チャンネルの数が現行アナログでは６チャンネルでしたが、今回のデジタル方
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式の導入により、同じ帯域の幅の中で２４チャンネルを確保できるというもの

でございます。 

 以上が、改正の規制内容でございますが、この省令の施行期日につきまして

は、答申を受けた場合には速やかに関係省令の改正を行うということを考えて

おりまして、公布の日の施行を予定しております。 

 また、本件につきましては、本年５月１９日から６月１８日まで意見募集を

行いましたが、特段の意見の提出はございませんでした。 

 以上が諮問第２１号の説明となります。よろしくご審議のほどお願いいたし

ます。以上でございます。 

○吉田会長 ありがとうございました。では、引き続きまして、お願いします。 

○布施田電波政策課長 電波政策課長の布施田でございます。諮問第２２号の

説明資料に基づきまして、ご説明させていただきます。 

 諮問第２２号は、先ほどご説明のありました装置と設備を導入するための周

波数割当計画の変更でございます。 

 まず３ページをごらんください。まず、１５０ＭＨｚ帯ＶＨＦデータ交換装

置の導入についての説明をさせていただきます。諮問の概要は、先ほどご説明

がありましたとおり、審議会委員の答申を受けて、実際の方式のＶＨＦデータ

交換装置を実現しようというものでございます。 

 周波数の割当計画では、従来のアナログ音声などの利用に関する使用条件を

周波数の使用に関する条件の欄というところに記載したものでございます。下

側の左側の枠が変更前でございます。その中ほどに、小さい字で恐縮ですが、

周波数の使用に関する条件と。ここに国際ＶＨＦ用など、さまざまな使用条件

が記載されているところでございます。 

 従来から当該周波数帯を利用する海上通信につきましては、世界無線通信会

議で決定した無線通信規則を遵守する必要があるところでございます。今回、
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ＶＨＦデータ交換装置の制度化に当たり、この規則の同一内にあります別表３

－４というのがございます。赤字で書いてあるところでございます。別表３－

４自身に使用条件も書き込まれてございます。先ほど、ＷＲＣ－１２で決定し

た事項でございますので、別表３－４に既にＶＨＦデータ交換装置が記述され

ているところでございます。このように、規則の中の周波数の使用に関する条

件の欄と、さらに別表３－４と２つ同一の規定があったものでございますので、

以後は、変更後は周波数の使用に関する条件の欄の用途の制限を削除する。別

表３－４で規定するということにするものでございます。 

 続きまして、４ページ目でございますが、４００ＭＨｚ帯デジタル船上通信

設備についてご説明させていただきます。諮問の概要のとおり、審議会の答申

を受け、４００ＭＨｚ帯船上通信設備にデジタル方式を導入するものでござい

ます。 

 変更のイメージにありますとおり、下の図の左側が現行でございます。青色

のものがアナログ用の周波数とチャンネルでございます。 

 その下側が変更案でございまして、変更前は青色のアナログチャンネルが６

チャンネルあったところ、右側の４６７ＭＨｚ帯のアナログチャンネルをまず

削除いたします。また、緑のデジタル用周波数でございますが、ここは１２.５

ｋＨｚ間隔のチャンネルと６.２５ｋＨｚ間隔のチャンネルが規定されていた

ところでございますが、周波数の有効利用の観点から、また運用の容易さの観

点から、１２.５ｋＨｚ間隔の周波数はデジタル方式としては採用せずに、６.

２５ｋＨｚ間隔のみを採用することとしたということでございますので、１２.

５ｋＨｚ間隔のチャンネルの表を削除するというものでございます。 

 こちらにつきましてパブリックコメントいたしました。本年の５月１９日か

ら６月１８日までの間、パブリックコメントを実施したところ、周波数割れで

計画の変更に関する意見はありませんでした。 
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 施行期日でございますが、本件の施行期日につきましては、先ほどの諮問第

２１号とあわせて速やかに施行することを予定しております。 

 説明は以上でございます。 

○吉田会長 どうもありがとうございました。ただいま豊嶋基幹・衛星移動通

信課長並びに布施田電波政策課長からご説明いただきました諮問第２１号並び

に第２２号につきまして、ご意見、ご質問等ございましたらお願いいたします。 

 それでは、第２１号の説明資料の５ページで、ご説明いただいた内容につき

まして、２点ほどお伺いさせていただきます。１点目は、下部の周波数配置の

ところで、オレンジ色ですか、現在海上移動業務、アナログ音声通信が使われ

ているところですが、この中で、赤で塗った一部だけデータ通信を導入される

というご説明だったかと思うのですけれども、これは現状のニーズとかさまざ

まな状況に照らし合わせて、この赤の部分だけデータ通信用に変えれば十分で

ある、ほかの部分はこれまでどおりアナログの通信でやろうということで合意

されたから、こうなっているわけでしょうか。 

 それから２点目は、このＶＨＦデータ交換のイメージ図で船舶間とか船舶と

陸上局の間等の通信を行われると伺ったのですけど、送信電力にもよると思う

のですけど、距離的にはどれぐらいの距離を想定されているのでしょうか、そ

の２点ちょっとお伺いできればと思います。 

○豊嶋基幹・衛星移動通信課長 まず、第１点目のご質問でございますが、周

波数の割当ての赤の分量というものにつきまして、冒頭で申し上げたとおり、

国際ＶＨＦの活用ということでございましたので、ＷＲＣの中でこの周波数を

使っていくという形で決まりましたので、その決定に従ったということです。 

○吉田会長 世界的にこれでやろうということになったのですね。 

○豊嶋基幹・衛星移動通信課長 世界的な合意を受けたという形でございます。 

○吉田会長 わかりました。 
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○豊嶋基幹・衛星移動通信課長 それと２点目のいわゆる通信距離の部分でご

ざいますけれども、まだ製品として世の中に出ているわけではないので、あく

まで机上検討のレベルでございますけれども、例えば船と船の間のイメージで

いきますと、大体つかみでいうと数十キロ程度の距離の間の通信ができる。 

 もうちょっと細かいことを申し上げますと、先ほどデータ通信のチャネル幅

についていろいろ種類があると申しましたが、比較的大容量を送れる１００ｋ

Ｈｚの一番広いものでございますと、逆に若干距離が縮まりまして、船舶間だ

と最大１キロか２キロぐらいという形になりますので、大体数十キロから数キ

ロ以内で使うようなイメージになろうかと思います。 

○吉田会長 わかりました。そうすると、その距離を超えて通信したいという

要望があったときは別途、衛星か何かを使うような回線を装備しなければなら

ないという理解でよろしいでしょうか。 

○豊嶋基幹・衛星移動通信課長 それについては、まさにＷＲＣで今後の議論

となっており、実はこのバンドそのもの自身で全てがＷＲＣ－１５で決定した

わけではなく、今まさにご指摘いただいた、例えば衛星を使う活用だとかにつ

いても、次のＷＲＣ－１９で事案は引き続き検討する部分が残っておりまして、

その中の１つとして衛星の活用も挙げられているということでございますので、

ご指摘のとおり、徐々にデータ利用の部分が増えてきますので、これで完成と

いうよりも、ここがスタートのことでまず整備するところは整備していくと。

次のＷＲＣ－１９のまた議論を受けて、必要な整備でいわゆる拡張していくよ

うな可能性が今ちょっと出てきております。まずは今、決まったものを整備さ

せていただく、そういう趣旨でございます。 

○吉田会長 どうもありがとうございました。ほかにはよろしいでしょうか。 

 それでは、諮問第２１号及び第２２号につきましては、諮問のとおり改正す

ることが適当である旨の答申を行いますが、よろしいでしょうか。 
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（「異議なし」の声あり） 

○吉田会長 ありがとうございました。それでは、そのように決することとい

たします。どうもありがとうございました。 

 

（３）平成２９年度電波の利用状況調査の評価 

（諮問第２３号） 

 

○吉田会長 次に、諮問第２３号、平成２９年度電波の利用状況調査の評価に

つきまして、布施田電波政策課長からご説明をお願いいたします。 

○布施田電波政策課長 電波政策課長でございます。諮問第２３号の説明資料

に基づきまして、平成２９年度の電波の利用状況調査の評価案についてご説明

申し上げます。 

 毎年、評価案を諮問させていただいておりますが、電波法第２６条の２の規

定に基づき、周波数を３区分に分けて毎年実施しているものでございます。平

成２９年度は７１４ＭＨｚ以下の周波数帯域が対象となっているものでござい

ます。 

 参考資料を用いて説明させていただきます。３ページをごらんください。平

成２９年度の調査の概要でございます。３の調査対象でございますが、平成２

９年３月１日現在の無線局、４３６万２,０００局、調査対象でございますが、

免許人の数は１７０万４,０００ということになってございます。 

 ６の調査方法でございますが、私どもで運用しております総合無線局管理フ

ァイル、パートナーですね、これを用いまして免許人の数、無線局数などの集

計、分析を行っております。それに加えまして、免許人の方々に無線局の使用

実態などを質問する質問票を出しまして、その回答を集計、分析することによ

り取りまとめているところでございます。 
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 ７の評価案へのパブコメについては既に実施しております。９２件の意見提

出がございましたが、その概要は後ほど紹介させていただきます。 

 また、今回の評価におきましては、充実させた点がございます。（８）でござ

います。一部の無線システムの通信時間、災害対策などの状況について分析し

たことと、②で調査・分析結果を地図やレーダーチャートなど見やすさの向上

を図りました。これらも一部を資料に含めているところでございます。 

 おめくりいただきまして、次、４ページ目でございます。全体の概要、調査・

評価結果でございます。左側の円グラフでございますが、周波数区分ごとの無

線局数の割合及び局数を示したものでございます。大きく占めていますのは３

３５.４ＭＨｚを超えて、７１４ＭＨｚ以下の周波数区分を使用している無線

局が最も多く、全体の５６.４％を占めております。 

 また、右側は地方の総合通信局ごとの無線局数の推移でございます。中国局

と九州局では微減となってございます。その他、関東局では１１％の増加とい

うことで、全国としても増加傾向にございます。 

 続きまして、５ページ目でございます。ここから各帯域区分の評価のポイン

トでございます。まず、２６.１７５ＭＨｚ以下の周波数帯でございます。この

周波数帯は全体の９８％がアマチュア無線で利用されてございます。 

 下の赤枠の２番目の段に評価結果のポイントがございます。ここでのポイン

トは、この周波数帯は電離層反射などによる長距離伝送が可能になるという特

性を有しておりまして、中波放送、短波放送、航空通信システム、船舶通信シ

ステム等の陸上、海上及び航空の各分野で多様で重要な電波利用システムで利

用されていること、また、船舶無線及び航空無線のシステムでは今後も一定の

需要が見込まれているということを踏まえまして、適切に利用されていると評

価しております。 

 続きまして、６ページ目でございます。２６.１７５ＭＨｚを超えて５０ＭＨ
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ｚ以下の周波数帯でございます。この帯域は全体の約８２％がアマチュア無線

局、約１７％が船舶無線に利用されているところでございます。 

 同時に、下側にございます評価のポイントでございますが、船舶無線の局数

は減少傾向にございますが、漁船の安全操業などを確保するために必要不可欠

のものであり、今後も一定の需要が見込まれるとともに、その他、アマチュア

無線、新たな海洋レーダーＶＨＦなど、広く利用されているとともに、またラ

ジオ・ブイなどの一部の電波利用システムでは増加傾向にもあるということを

踏まえまして、適切に利用されていると評価してございます。 

 続いて７ページ目でございます。５０ＭＨｚを超えて２２２ＭＨｚ以下の周

波数帯でございます。ここは全体の約６２％がアマチュア無線局、約１１％が

簡易無線に利用されているほか、陸上運輸用の無線、また列車無線など多様な

電波利用システムに利用されているところでございます。 

 評価結果のポイントでございますが、鉄道などの公共分野の自営通信のほか、

ＦＭ放送などの多様で重要な電波利用システムに利用され、また新たに整備さ

れたＦＭ補完中継局の設置状況なども踏まえますと、適切に利用されていると

評価してございます。 

 その上で、放送中継用の無線、この受信機側ですね、受け手側、受信機側の

通過帯域幅を調査したところ、占用周波数帯幅の許容値に比べ相当広い通過帯

域幅を持つ受信機が使用されてございました。受信機が必要以上にほかの無線

局の電波も拾ってしまうということでございますが、ここでございますと、必

要以上に他の無線局の周波数利用を妨げる場合があるということでございます

ので、デジタル方式に移行するなど推進する必要がある旨を指摘させていただ

いてございます。 

 続きまして８ページ目でございます。２２２ＭＨｚを超えて３３５.４ＭＨ

ｚ以下の周波数でございます。この周波数帯は全体的に無線局数が伸びている
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状況にございます。特に２６０ＭＨｚ帯は、消防用無線ですとか防災行政用無

線の移行先でございますので、消防用デジタル無線（陸上移動局・携帯局）用

でございますが、前回の調査より約４万９,０００局増えているなど、順調に移

行が進んでいるのがわかります。 

 下の評価のポイントでございますが、この周波数帯は他の周波数帯を使用し

ている消防用無線や防災行政用無線の移行先であり、今後も無線局数の増加傾

向が続くと見込まれるとともに、防災行政用無線、消防用無線、航空通信シス

テムなどの多様で重要な電波利用システム用に使用されていることを踏まえ、

適切に利用されていると評価してございます。 

 ただし、その上で、２８０ＭＨｚ帯電気通信業務用ページャー、無線呼び出

しですね、こちらにつきましては現状の需要に応じた帯域幅に見直すこと、ま

た、広域用のセンサーネットワークのニーズがあることから、センサーネット

ワーク用の周波数の確保を検討していくことが必要となっているということを

指摘させていただいてございます。 

 次の９ページ目でございます。最後でございますが、３３５.４ＭＨｚを超え

７１４ＭＨｚ以下の周波数帯でございます。この周波数帯で無線局数につきま

しては、簡易無線局が約５６.４％を占めております。それにアマチュア無線、

タクシー用のデジタル無線を加えますと、全体の約８１.４％を占めていると

いうところでございます。 

 評価のポイントでございますが、この周波数帯は防災行政用無線、ガスなど

の公共分野の自営通信、デジタルテレビジョン放送など、多様で重要な電波利

用システム用に使われてございます。また、簡易無線、アマチュア無線、タク

シー無線など、幅広く使われていることもございますので、適切に利用されて

いると評価してございます。 

 その上で、３５０ＭＨｚ帯のマリンホーンについては、旧規格の使用期限を
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踏まえまして、平成３４年までに他の無線システムに代替など移行を図ること、

また、この周波数帯を使用している陸上系のシステムで、現在アナログ方式を

採用している機器につきましては、周波数の有効利用の観点からデジタル化、

また挟帯域化を促進していくことが望ましい旨、指摘させていただいてござい

ます。 

 以上が周波数帯の利用状況調査でございまして、次に１０ページ目をごらん

くださいませ。先ほどのご説明で今回充実を図った点を申し上げましたが、免

許人から回答をいただきました運用管理の取り組み状況を調査いたしました。

その結果をもとに、地図やレーダーチャートとして見やすくしたものでござい

ます。 

 左側のレーダーチャートでございますと、運用時間、例えばその無線機器が

オンにしている時間はどうなっているのかですとか、火災対策といいますのは、

火が出ることに対する事前の備えをどれほど対策しているのかというものを見

やすくしたものでございます。また、それを地図上で各地域ごとの対策状況が

見れるようにしたものでございます。この図が１０ページ、１１ページ、１２

ページと続いてございます。 

 また、１３ページから１５ページは、参考として、今回の調査の対象となり

ました周波数帯での使用状況を帯グラフとして示したものでございます。 

 次に、１６ページまで飛んでいただきますようお願いいたします。ここでは

委員限りということで、１６ページから２６ページまで発射状況調査のポイン

トという資料をつけさせていただいてございます。この調査は、私どもが持っ

ております電波監視システムを使いまして、実際の現場、フィールドでどの程

度電波が出ているかを実測したものでございます。 

 １６ページに今回調査をした対象のシステムを上から１０個、１０システム

でございます。調査日数は、アマチュア無線以外のものにつきましては連続し
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て１週間、アマチュア無線につきましては４日間設定したものでございます。

やはり実際測定するには制約がございまして、限られた地点だけ、また限られ

た時間でございますので、今回の評価には使ってございません。この調査結果

のサンプルを次ページ以降つけてございます。 

 例えば、１７ページのサンプルの見方でございますが、１７ページは、今年

の１月２９日から２月４日まで１週間、札幌市で１５０ＭＨｚ帯の簡易無線の

使用状況を私どもの電波監視設備で測定したものでございます。ここでグラフ

が７個ございますが、どれか１つ見ていただいて結構でございますが、グラフ

の横軸は周波数軸でございまして、左側は低く１５４.６３から、右側が高く１

５６.６ＭＨｚになってございます。縦軸は、上から下に向かって時間でござい

ます。上が０時、下が２４時になります。その中で電波が出ていたところを黒

い点で出してものでございます。これを見ていただきますと、どのチャンネル

でどの電波が何時ごろ出ているかというものがわかるものでございます。 

 以上、このサンプル結果を載せてございます。 

 最後、２７ページでございますが、この電波利用状況調査の調査と評価制度

の概要を参考でつけさせていただいてございます。 

 最後に、２８ページにパブリックコメントについての意見を紹介させていた

だいてございます。１カ月間、意見募集を行いました。合計９２件、内訳とし

ましては法人から２つ、個人から９０名の方から意見が提出されてございます。

個別の内容は次ページ以降記載してございますが、２８ページに主なものを挙

げてございます。 

 まず最初の件、７５件の意見が寄せられたところでございますが、特に２６.

１７５ＭＨｚ以下の周波数区分の評価で、適切に利用されているという結論に

同意できないというご意見でございます。その理由は、船舶無線、ラジオ・ブ

イの免許数が年々低下しているということと、アマチュア無線の局数は年々増
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えていると。アマチュア無線局の中の１.８ＭＨｚ帯、３.５ＭＨｚ帯、３.８Ｍ

Ｈｚ帯の３つの周波数帯は非常に狭くて、複数の帯域に分かれているというこ

とで、運用もしづらいということで、また、アマチュア無線のほうからはこの

３つの周波数帯の大幅な拡張を要望するという内容のものでございます。同様

のご意見が７５件あったものでございます。 

 私ども総務省の考え方でございますが、総務省の考え方の欄に書いてあると

おりでございますが、適切に利用されているとの評価案は、アマチュア無線局

のほか、船舶無線局、航空無線局など周波数帯に係る全体を見たものでござい

ます。また、船舶無線、航空無線は長距離通信ですし、人命にかかわる無線シ

ステムでもあり、また、国際的に共通な周波数を利用しているものでございま

すので、前回調査結果に比べて減少傾向にはあるものの、一定の需要はあるこ

とを踏まえて、適切に利用されていると評価しております。ですので、原案ど

おりとすることとしてございます。 

 また、１.８ＭＨｚ帯、３.５ＭＨｚ帯及び３.８ＭＨｚ帯のアマチュア業務へ

の分配につきましては、既存の業務用無線の動向なども踏まえて、今後検討し

てまいりたいと考えているところでございます。 

 次の１件は、アマチュア無線の表記の方法のご意見でございまして、そのと

おりでございますので、こちらはそのとおりに修正させていただきます。 

 長くなりましたが、私からの説明は以上でございます。ご審議よろしくお願

いいたします。 

○吉田会長 どうもご説明ありがとうございました。ただいまのご説明につき

まして、ご質問、ご意見等ございましたらお願いいたします。 

○石黒代理 １つ質問なのですけれども、パブリックコメントの１７ページ、

７５件も同じ意見が出ています。背景を知らないので教えていただきたいので

すが、アマチュアの方たちは、自分たちに割り当てられている帯域が飛び飛び
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で、少なくて利用しづらいので何とか広げて欲しいと言いたいのだと思うので

すが、彼らが主張している、ほかの国では認められている帯域が我が国ではア

マチュアに付与されていないというのは、それはどういう理由でそうなってし

まったのでしょうか。 

○布施田電波政策課長 アマチュアの無線帯域も国際的な議論で決まってござ

います。先ほどご質問ありました国際電気通信連合の無線通信規則に決まって

ございます。それも世界中を３つの区域に分けて決めているものでございます。

それを、あとは各国主権になります、国内の事情におきまして、それを国の中

で配分してございます。 

 国際的にもアマチュアだけに配分するのではなくて、アマチュアと陸上業務、

海上で無線通信業務に使うようにということになってございますので、どのよ

うに共用していくかとか、どのように分配するかということは各国それぞれの

状況を見ながら配置しているということでございます。 

 ですので、ご指摘がありましたとおり、この国では使えて、この国では使え

ないという事情が起きているところもあるのは事実でございます。 

○石黒代理 では、日本だけが非常に少ないわけではなくて、この彼らのコメ

ントを見ていると、ほかの国はたくさん使えるのに我が国はどうして使えない

のだ、という論調なので、事実はそうではなくて、日本だけではなくて、国際

的に見ると別にそんなに珍しい状況じゃないということですか。 

○布施田電波政策課長 はい。ただ、国によっては、ここまで使えてしまって

いる国もございますのも事実でございますので、そこをとらまえて、そうして

ほしいというご要望があるのもよく意見としては理解できますので。 

○石黒代理 そういうことなのですね。 

○布施田電波政策課長 ええ。いずれにしましても、今後の状況を見ながら適

切に分配していきたいと思います。 
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○吉田会長 では、私のほうから幾つかお伺いさせていただきたいと思います。

３点ほどございまして、１点目は、ご説明いただきました資料の４ページのと

ころで３年ごとの比較が出ておりましたが、関東局だけかなり目立って伸びて

いるという結果が出ていますけれども、これの理由というのは何かあるでしょ

うかというのが１点目です。 

 それから２点目は、８ページのところで、２８０ＭＨｚの無線呼び出し局、

いわゆるページャーについては見直すことが適当であるという意見が書かれて

いまして、実績として、８ページの中ほどに３年ごとに３２局、２９局、３７

局と、非常にある意味少ない局数なわけですけれども、これを見直されること

は適切だと思うのですけど、従来のやり方ですと、どこまで許容されていたと

いうか、あるところまで達したら、例えば電波の割当てをやめちゃうというよ

うな、そういうルールは今までのところはなかったのでしょうか。このあたり

の考え方をお伺いしたいと思います。 

 それから３点目は、１０ページ以降に見られるとおり、今回初めて地図やレ

ーダーチャートを用いて見やすさの向上を図られたということなのですけれど

も、例えば１０ページの左側のチャートを見ますと、故障対策のところですが

なぜか県の防災用無線以外が目立ってへこんで低くなっているようなのですけ

れども、その理由について、ご参考までにお伺いできればと思います。よろし

くお願いいたします。 

○布施田電波政策課長 説明補助者からも説明させていただいてよろしいです

か。 

○吉田会長 どうぞ。 

○説明補助者 私のほうから説明させていただきたいと思います。まず第１点

目の４ページ目の関東局が増えている理由ということでございますが、今回の

調査において特段の特殊的な事情はなかったかというふうに考えています。一
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般的に関東局の範囲というと、所管する範囲ということは、需要として関東が

非常に多いということ、あるいは大都市圏で人口が集中しているというような

ことから、人数が非常に多いということで、関東局が非常に伸びているのでは

ないかというふうに考えているところでございます。 

 それから、ページャーの８ページの部分でございますが、どのタイミングで

周波数移行をしていくかというような基準的なものでございますが、そういっ

た明確な基準というものは特に規定はしておりません。やはり利用状況だとか

を踏まえながら、今後の周波数事情、それから周波数政策とかを踏まえて、そ

の上で、我々として利用状況調査の中で一定程度の幅を、ページャーの場合、

１０.３ＭＨｚほど幅を持っておりますので、３７局に対して少し見直しをし

たらどうかという意見を添えさせていただいたところでございます。この意見

を踏まえまして、この後、周波数再編アクションプランというものがございま

すので、そちらの中でどのような検討だとか政策への反映がされるかというよ

うな点になるかというふうに思います。 

 それから、最後の１０ページ目のデータ状況の関係でございます。故障対策

のところが非常に市町村防災だとかがちょっと低いんじゃないかというような

ことでございますが、理由のところでございますが、今回の調査においては、

故障対策を行っているかどうかということを伺わせていただいております。特

に故障対策の内容として、代替用の予備送信機の設置等について伺っておりま

して、その設置されていなかった理由については今回調査として行っていない

というようなこともあって、具体的な理由は現在のところはわかりませんが、

ただ、今回の調査結果を踏まえまして、各総合通信局において、これからの免

許人へのヒアリングだとか指導だとか、そういったところでこういった調査の

結果を有効に活用させていただいて、今後の電波の有効利用に利用していきた

いというふうなことで、今回このような表記というか、このような分析をさせ
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ていただいたところでございます。 

○吉田会長 どうもありがとうございました。では、最後の故障対策のところ

は、代替用の予備用装置がないことが対策が不十分な代表例として調査されて

いるということですね。 

○説明補助者 そうですね。ないから、もしかしたら私どもはしていませんと

いうふうに丸をつけられたかもしれません。あと、市町村によって予算の規模

だとかも違うということもあって、その辺の事情の差異が出ているのかもしれ

ません。 

○吉田会長 ありがとうございました。ほかにはいかがでしょうか。よろしい

でしょうか。 

 それでは、ほかにご意見がないようですので、諮問第２３号につきましては、

諮問のとおり評価することが適当である旨の答申を行いたいと思いますが、よ

ろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○吉田会長 ありがとうございました。それでは、そのように決することとい

たします。どうもありがとうございました。 

 

（４）指定較正機関の指定 

（諮問第２４号） 

 

○吉田会長 次に、諮問第２４号になりますが、指定較正機関の指定につきま

して、塩崎電波環境課長からご説明をお願いいたします。 

○塩崎電波環境課長 電波環境課長の塩崎でございます。諮問第２４号の指定

較正機関の指定についてご説明をさせていただきます。 

 １ページ目の諮問の概要のところでございますが、一般財団法人日本品質保
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証機構から電波法の１０２条の１８第２項の規定に基づきまして、指定較正機

関の指定について申請があったところでございます。同条の第５項及び同条第

６項の欠格事由に照らし合わせて、その内容を審査いたしましたところ、適合

している、あるいは該当なしと認められるものでございました。つきましては、

電波法第９９条の１１第１項第４号の規定に基づきまして、指定の適否につい

て諮問させていただくものでございます。 

 申請の概要のところでございますが、まず、申請者の日本品質保証機構につ

いてでございますが、昭和３２年に設立されて以降、電気製品に関する認証そ

れから試験等を実施してきております。その認証等に必要となります質量計や

温度計等の較正をこれまで計量法に基づき行ってきており、電波を計測するた

めの測定器等の較正についても同様に取り組んできているところでありますが、

今般、電波法に基づく指定較正機関としての較正業務を行いたいということで

申請があったものでございます。 

 申請でございますが、今年の６月２２日にございまして、大阪府にあります

関西試験センターという事業所におきまして、８月の１０日から較正業務を開

始したいということでございます。 

 ２ページ目には電波法の関係条文の抜粋を記載しておりますが、説明のほう

は省略させていただきます。 

 それでは、３ページ目をごらんいただければと思います。指定較正機関制度

についてということでございますが、総務大臣が指定します指定較正機関が登

録検査等事業者や登録証明機関の使用する測定機器等の較正を定期的に行うと

いう制度でございます。指定較正機関による較正を行うことによりまして、測

定器等が周波数や電力等を正確に測定できるよう、測定に関する技術的正確さ

を確保することを目的としているものでございます。 

 現在、テレコムエンジニアリングセンター、キーサイト・テクノロジー、イ
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ンターテックジャパンの３社が指定較正機関となってございますが、指定較正

機関が使用する較正器につきましては技術的正確さを確保するため、情報通信

研究機構がそれらの較正器を較正しているところでございます。 

 指定較正機関制度に関する説明は以上でございます。 

 次に、４ページから６ページ目の資料でございますが、参考資料といたしま

して、登録検査等事業者、それから登録証明機関に関する概要を記載させてい

ただいておりますが、説明は省略させていただきます。 

 それでは、７ページ目をごらんいただければと思います。今回の申請に対す

る審査結果の概要についてでございますが、詳細につきましては９ページから

１５ページのところに記載しておりますが、ここでは審査結果の主なポイント

をまとめてございますので、これをもってご説明をさせていただければと思っ

てございます。 

 審査事項の一番上のところでございますが、業務計画に係る適正性について

でございますけれども、較正を行う機関に関する国際標準でございますＩＳＯ

／ＩＥＣ１７０２５に準じて作成されました品質マニュアルに定めておりまし

て、較正の業務を行う組織、それから運営体制が明確かつ合理的に規定されて

いるところでございます。 

 それから、較正を行う較正員につきましては、要件である無線従事者が所属

しております。また、較正に用いる較正器については既に保有していることか

ら、適合していると考えているところでございます。 

 次に、業務計画の実施に係る財政的基礎についてでございますが、直近の会

計年度としまして、昨年の４月から今年の３月における経常増減額は約１１億

円となっており、十分な収益力を確保しているものと考えております。また、

短期的な決済能力につきましても、流動比率が約４３０％、固定比率が約９３％

といったところから、特に問題はなく適合しているものと考えてございます。 
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 それから、表の一番下に飛びますが、較正業務の実施に係る公平性につきま

して、これにつきましては、コンプライアンス推進規程あるいは公正取引遵守

規定というものに基づきまして、従業員が不正な行為を行わないよう研修等を

実施しておりまして、また、申請手続き等につきましてもホームページで公開

することとしていることから、適合しているものと考えてございます。 

 引き続きまして、８ページ目をごらんいただければと思います。その指定を

することによる較正業務の適正かつ確実な実施を阻害することとならないこと

についてでございますが、既に指定較正機関として指定されている３社による

指定較正の合計売り上げと比較しまして、今般申請のあった日本品質保証機構

が見込んでいる収入は低い割合であることから、本件の指定によって共倒れに

なるような過当競争にはならず、較正の業務の適正かつ確実な実施を阻害する

ことにはならないと認められるため、適合しているものと考えてございます。 

 最後に、欠格事由でございますが、電波法第１０２条の１８第６号各号に該

当しないことの証明というものを提出していただいており、その証明内容に偽

りはないものと認められるため、ここは該当なしと考えてございます。 

 以上、いずれの審査事項も適合している、あるいは該当なしと認められます

ことから、日本品質保証機構を指定較正機関として指定したいと考えてござい

ます。 

 ご説明は以上でございます。ご審議のほどよろしくお願いいたします。 

○吉田会長 どうもご説明ありがとうございました。それでは、ただいまのご

説明につきまして、ご質問、ご意見等ございましたらお願いいたします。 

 では、１点だけ私のほうから確認というか、質問させていただきたいのです

けど、今、審査結果の概要についてご紹介いただきましたが、８ページの最初

の項目で、今回指定を受けようとする業者につきましては、見込んでいる収入

が低い割合であることから、本件の指定によって共倒れになるような、いわゆ
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る過当競争にはならないから大丈夫だろうというふうに書かれているのですけ

ど、もし実際に指定較正機関として指定されて、業務を始めたときに予想以上

に評判がよくて、大きく収入が増えるとか、そういうことはあり得るのかなと

思ったのですけれども、そのあたりは、とりあえずは見込みで議論をしておけ

ば、将来は将来で特に問題ないのですか。このあたりの考え方というのを参考

までに伺わせてください。 

○塩崎電波環境課長 日本品質保証機構でございますが、計量法に基づきまし

て、実際に今、電波関係の校正業務をやってございます。今回、電波法に基づ

く指定較正機関という名称でやれるようにしたいということで、今まで既にや

っている業務を新たな看板みたいな形でつけてやりたいということでございま

して、ここのところで見込まれているものは、基本的には今まで自分たちがや

っているものをベースに出してきているということでございますので、もちろ

ん今後大きくなるかもしれませんが、今の見込みは大体適正であるというふう

に考えてございます。 

○吉田会長 わかりました。ありがとうございました。 

 ほかにはよろしいでしょうか。 

 それでは、特にほかにもないようですので、諮問第２４号は諮問のとおり指

定することが適当である旨の答申を行いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○吉田会長 それでは、そのように決することといたします。ありがとうござ

いました。 

 以上で、総合通信基盤局の審議を終了いたします。総合通信基盤局の職員は

退室をお願いいたします。 

（総合通信基盤局職員退室） 
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閉    会 

 

○吉田会長 それでは、本日はこれにて終了いたします。答申書は、所定の手

続により、事務局から総務大臣宛て提出してください。 

 なお、次回の開催日時は、追って事務局からご連絡いたします。 

 それでは、本日の審議会を終了いたします。どうもありがとうございました。 


